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自家用トラック
16.4%

（3,443万トン）

営業用トラック
20.2%

（4,255万トン）

運輸部門 18.5%

産業部門 35.0%

エネルギー
転換部門 7.9%

業務その他
部門 17.2%

家庭部門 14.6%

工業プロセス 4.1%

廃棄物 2.5%

（3億9,797万トン）

2018年度の運輸部門のCO2排出量は全体の18.5%を占めている。
自動車全体で運輸部門の86.2%を占める。（日本全体の15.9%）
トラック全体で運輸部門の36.6%を占める。（日本全体の6.8%）

営業用トラックは運輸部門の20.2%を占める。（日本全体の3.7%）

国⽴環境研究所 温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）のデータより全ト協作成
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はじめに：運輸部門／営業用トラックのＣＯ２排出量の内訳（2018年度）

CO2総排出量
11億3,800万トン
（2018年度）

自家用乗用⾞
46.1%

（9,697万トン）
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航空機 5.0%（1,054万トン）
船舶 4.9%（1,032万トン）
鉄道 3.9%（824万トン）

バス 2.0%
（410万トン）

タクシー 1.2%
（248万トン）

⼆輪⾞ 0.4%
（79万トン）

（2億1,042万トン）

（8,939万トン）

（１億9,585万トン）

（１億6,566万トン）

（4,639万トン）

（2,895万トン）
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１．トラック運送業界の現状 トラック業界の構造

・全ト協の調査では、資本金が5,000万円以下、売上が10億円以下、従業員数が100人以下、車両台数
が100台以下の事業者がそれぞれほぼ９９％を占め、小規模零細の事業所が多い。

資本⾦別事業者数 売上（全事業）規模別事業者数

従業員規模別事業者数 ⾞両規模別事業者数

資本⾦５千万以下が
98.9 ％

売上10億円以下が
98.7 ％

従業員数100人以下が
98.7 ％

⾞両台数100台以下が
98.8 ％

「経営分析報告書ー平成30年度決算版ー」（全ト協）



人件費
39.7%

燃料油脂費
15.1%

修繕費 5.6%減価償却費 6.0%

保険料 2.0%

施設使用料 1.0%

自動⾞リース料 1.4%

施設賦課税 0.6%

事故賠償費 0.1%

道路使用量 3.7%

フェリーポート利用料 0.3%

その他 10.1%

⼀般管理費 14.5%
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１．トラック運送業界の現状 トラック業界の経営状況

・トラック運送事業の運送コストのうち人件費比率が約40％と最多で、次いで燃料油脂費が約15％を
占める高い割合。

・営業収益に関する状況は保有車両台数の少ない事業所ほど悪く、特に保有車両台数が20台以下
の事業所は赤字。

営業収益・営業利益率・経常利益率（貨物運送事業・１者平均）

⼀般貨物運送事業損益明細表（平成30年・営業費用の平均値）

「経営分析報告書 ー平成30年度決算版ー」（全ト協）

「日本のトラック輸送産業 現状と課題2020」（全ト協）より全ト協作成
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・トラックの平均使用年数は１５年程度（2019年）で、保有車両台数の少ない中小零細の事業者ほど
平均使用年数は長くなる。

・次世代自動車への代替をスムースに進めるには、後押しする施策が不可欠。

１．トラック運送業界の現状 営業用トラックの平均使用年数

軽自動⾞を除く

⾞種別平均使用年数推移（各年３⽉末現在）

単位︓年

⼀般社団法人自動⾞工業会ホームページ

平均⾞両使用年数の構成⽐と⾞両保有台数の相関

「トラック輸送の実態に関する調査報告書（平成23年9⽉）」（全ト協）



２．トラック運送業界の脱炭素化の取組み
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・トラック運送業界の脱炭素化の取り組みとして、「新・環境基本行動計画」を策定。

・個々の事業者が脱炭素化に直接的に寄与できるのは、エコドライブの推進、環境性能の高い車両
の導入、輸送効率化の推進が主要な対策。

「新・環境基本⾏動計画」（全ト協）
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２．トラック運送業界の脱炭素化の取組み

・日本経団連の「低炭素社会実行計画」に参画、2020年度と2030年度のCO2排出原単位の目標値
を設定して、トラック運送業界としての脱炭素化の取組みをすすめているところ。

・2019年度は若干減少したものの、2005年度比10％削減と、目標の22％削減には及ばない。
・目標達成のためには次世代車両への代替等、さらなる努力が必要な状況にある。

CO2排出量・ CO2排出原単位の推移

経団連 低炭素社会実⾏計画
2020年度フォローアップ調査 回答票Ⅰ（全ト協）

フェーズⅠ
2020年度の営業用トラックの輸送トンキロあたり
CO2排出原単位を2005年度⽐22％削減する

フェーズⅡ
2030年度の営業用トラックの輸送トンキロあたり
CO2排出原単位を2005年度⽐31％削減する

CO2排出原単位指数の推移
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・CNGトラックは他の次世代自動車に先んじて普及したが、近年、新規登録台数、スタンド数ともに
減少傾向にあり、充填時間の長さや航続距離の短さなどのデメリットを克服できていない。

・通常のディーゼル車に比べていまだ車両価格が高価であり、導入時の公的補助は必須。

・価格低減のための車両メーカーの努力やガス容器等の基準緩和などが、引き続き求められる。

・出力等の運転性能、静粛性、環境性能、保守性能等については、一定程度の評価がされている。

・産出地域が世界各地に分散している天然ガスは、エネルギーセキュリティの観点から優れている。

３．次世代自動車の活用状況と課題 天然ガストラック（CNG）

国⼟交通省「⼤型⾞の⻑期的な低炭素化に向けた勉強会」資料

国⼟交通省「⼤型⾞の⻑期的な低炭素化に向けた勉強会」資料

⼀般社団法人日本ガス協会「天然ガス自動⾞の普及に向けて」

天然ガススタンド（急速充填所）の推移CNGトラック普及状況

天然ガスの地域別確認埋蔵量
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３．次世代自動車の活用状況と課題 天然ガストラック（LNG）

・環境省で大型LNGトラック（および小型可搬充填設備）の実証試験がはじまったばかりであり、
実際に使用している事業者が少ないことから、何らかの評価ができる段階にはない。

・CNGトラックと同様、産出地域が世界各地に分散している天然ガスは、エネルギーセキュリティの観点からも優れている。

・大型であれば航続距離はタンク１基で600km、充填時間は軽油と同等以下とされており、長距離輸送で期待される。

・-130℃という低温液体のため特殊タンクが必要で、充填時の取扱いの注意や、ボイルオフガスの処理など、燃料の課題は多い。

・充填設備と車両の双方の開発と整備が今後の課題とされている。

⼀般社団法人日本ガス協会「天然ガス自動⾞の普及に向けて」三菱商事株式会社、エア・ウォーター株式会社 プレスリリース

小型LNG充填設備と⼤型LNGトラック 日本における原油、天然ガスの国別輸⼊⽐率（2017年）
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３．次世代自動車の活用状況と課題 ハイブリッドトラック

・他の次世代自動車に先んじてようやくトラックでも普及し、新規登録台数はまだまだばらつきが
あるものの、ここ数年は順調に増加している。

・近年、車両総重量25トン以上の大型ハイブリッドトラックも市場投入され、今後、長距離輸送での活用も期待される。

・ディーゼル車と同様に軽油を使用するため、供給インフラや燃料充填に関して、ハイブリッド車特有の不都合な点はない。

・出力等の運転性能、静粛性、環境性能、保守性能等についても、一定程度の評価がされている。

国⼟交通省「⼤型⾞の⻑期的な低炭素化に向けた勉強会」資料

ハイブリッドトラック普及状況

全日本トラック協会助成事業
ハイブリッドトラック助成台数実績（累計）

全日本トラック協会作成



11

・メリットは環境（排出ガス、CO2、走行音）性能の高さと、従来車と遜色ない動力性能。

・デメリット（１）車両価格と充電設備費用が高い

・車両価格は従来車のほぼ倍と非常に高額、急速充電設備と設置費用も非常に高価。十分な補助制度なしでは導入は困難。

・デメリット（２）重いバッテリーで積載量が犠牲になる
・航続距離が短いため、重いバッテリーを多数搭載する必要があり、トラックの積載量を犠牲にしてしまう。

・デメリット（３）充電時間がかかる
・充電時間は急速充電でもゼロから満充電まで１.５時間かかるため、夜間充電しなどの工夫が必要。

・デメリット（４）充電スタンドが十分でない
・充電ステーション数は増えつつあるが乗用車用メインであり、トラック向けのスペースが十分にある場所は限られている。

・実際に使用している事業者がまだ限られていることから、何らかの評価ができる段階にはない。

３．次世代自動車の活用状況と課題 電気トラック

メリット デメリット

・排出ガス（NOx、PM）がなくクリーン
・⾞両からのCO2排出量がゼロ
・エンジンが無いため音が静か
・無段階変速なのでスムーズな加速・トルクが強く上り坂もスムーズ
・回⽣ブレーキの効きが良い
・従来⾞と⽐べてランニングコストが低い（夜間充電などにより）
・複雑な機構がなく整備費用が安価

・⾞両価格と充電設備の設置費用が高額
・航続距離が短い（特に暖房で電⼒消費・渋滞での電欠の心配がある）
・⾞両寿命よりもバッテリー寿命が短い
・充電時間が⻑い
・バッテリーが重く、トラックの積載量が犠牲になる
・充電作業が負担（EVは毎日、従来⾞は数日に1回）
・（現在はメーカー実施）自社整備になった場合、習熟が必要
・別途電⼒メーターを設置しないと、電⼒使用量や電⼒料⾦が不明
・⾞種の選択肢と安全装置のオプションがない（選択の余地がない）
・中古⾞市場が形成されていない

「令和元年度 トラック運送事業者における電気トラック利用に関する実態調査報告書」 令和2年3⽉ （全ト協）
「電気トラックに関する動向調査報告書」 平成30年3⽉（全ト協）
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３．次世代自動車の活用状況と課題 燃料電池トラック

・国内外の車両メーカーが協働で、小型商用車ではコンビニ配送を、大型商用車では幹線輸送を
それぞれ想定し、供給インフラとともに実証試験が始まり、課題の洗い出しをしている初期段階。

・実際に使用している事業者が少ないことから、何らかの評価ができる段階にはない。

・１日複数回行うコンビニ配送業務では長時間使用・長距離走行が求められ、航続距離と積載量、短時間での燃料供給が必要となり、
エネルギー密度の高い水素を燃料とする小型の燃料電池トラックが有効とされている。

・大型車の実証試験では航続距離600kmをめざしており、重いバッテリーを大量搭載する必要がある電気トラックでは難しい長距離輸送
で、燃料電池トラックは有利とされている。

・高価なプラチナを要する燃料電池システムによる車両価格の高さが一番のネックである。

・供給インフラ（水素ステーション）はまだ十分ではない。今後、充填所建設の壁やコストが低くなることが期待される。

アサヒホールディングス株式会社 プレスリリース ⼀般社団法人次世代自動⾞振興センターHP株式会社セブンイレブン・ジャパン プレスリリース

小型燃料電池トラック ⼤型燃料電池トラック 水素ステーション
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４．次世代自動車に対する補助制度・税制優遇

・エコカー減税、環境性能割、グリーン化特例など、電気自動車をはじめとする次世代自動車本体
の税率は非課税もしくは低率だが、今後、「炭素税」や「自動車走行税」など、あらたな税制の導入
も検討されている。

・次世代自動車の普及を進めるには、課税ではなく、減税と手厚い補助制度が必要。

◆ エコカー減税

◆ 環境性能割
◆ グリーン化特例

名称 対象・要件 特例措置の内容

エコカー減税（重量税） ・ 電気自動⾞
・ 燃料電池自動⾞
・ 天然ガス自動⾞（平成21年排出ガス規制NOx10%以上低減）
・ プラグインハイブリッド自動⾞

免税

環境性能割（旧・取得税） 非課税

グリーン化特例（自動⾞税）
・ 電気自動⾞
・ 燃料電池自動⾞
・ 天然ガス自動⾞（平成21年排出ガス規制NOx10%以上低減又は平成30年排出ガス規制適合）
・ プラグインハイブリッド自動⾞

翌年度分について
概ね75％軽減

⾞両総重量3.5t超の営業用トラックに対する税制優遇の概要

トラック税制の基礎知識 令和２年度版（全ト協）
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【手の届く価格・経費であること】

１. 導入時の初期費用が安いこと

・車両価格（中小零細事業者にも手が届く） ・充填/充電（特に急速）スタンド設置費用（自社整備の場合）
・車両と充填/充電スタンドへの補助・助成制度の充実（額が高い/申請しやすい）

２. ランニング/メンテナンスコストが安いこと

・燃料費/電気料金 ・タンク/バッテリー交換費用（頻度） ・保守整備費用 ・保険料 ・税金

【使いやすいこと】

１. 充填/充電インフラが使いやすいこと

・設置数が多い/地域の偏りが少ない ・充填/充電時間が短い ・一充填/充電あたりの航続距離が十分
・充填/充電作業に特別な知識や技術が要らない

２. 操作/整備しやすいこと

・操作性 ・パワー ・加速性能 ・安全性 ・特別な知識や技術が要らない

【貨物自動車の必要条件を満たしていること】

１. 積載量が犠牲にならないこと

・タンク/バッテリーの重量/体積

２. 耐久性があること

・車両本体 ・タンク/バッテリー

【その他】

・車型や付属安全装置などの商品としての選択肢が多い ・中古車市場が形成されている

５．商用車として成立する次世代自動車の条件
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６．まとめ・今後の取り組み

温室効果ガス排出を2050年までにゼロにするという目標については賛成。
電気トラック等の次世代自動⾞の市場への普及が図れれば、積極的に

導⼊を推進し、業界として運輸部門の排出量低減につとめていく。

そのために最も必要なことは︓
・次世代⾞両の価格低減
・燃料充填(充電)スタンドの設置数増加と燃料(電気)料⾦の低減
・次世代⾞両導⼊へのインセンティブ拡充（税制、道路利用料・・・・）

そのための政府への要望は︓
・⾞両導⼊、スタンド整備に対する補助・助成制度の拡充
・次世代⾞両等に対する優遇税制の拡充
・円滑な普及に向けての総合的な対策




